
令 和 ７ 年 度

春日井市民家防音事業特別会計予算説明書
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民家防音事業特別会計

１　歳入歳出予算事項別明細書

　(1) 総　　括

　(2) 歳　　入

　(3) 歳　　出

２　給与費明細書
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１　歳入歳出予算事項別明細書  

　(1)　総　　括

     歳　　　入

款

１ 県 支 出 金 4,786 4,334 452

２ 繰 入 金 17,858 18,004 △146

22,644 22,338 306

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

歳 入 合 計

民家防音事業特別会計
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     歳　　　出 (単位：千円)

款

１ 民家防音事業費 22,644 22,338 306 4,786 17,858

22,644 22,338 306 4,786 17,858歳 出 合 計

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

民家防音事業特別会計
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(2) 歳　　　入
 1（款）  県支出金

（単位 ： 千円）

節   

県補助金 4,786 4,334 452

１ 民家防音事業補助金 4,786

民家防音事業県補助金 4,786 4,334 452

比 較
区 分 金 額

説 明

１(項)

１(目)

項 目 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

民家防音事業特別会計

民家防音事業特別会計
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 2（款）  繰入金

（単位 ： 千円）

節   

繰入金 17,858 18,004 △146

１ 一般会計繰入金 17,858

繰入金 17,858 18,004 △146

１(項)

１(目)

項 目 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較
区 分 金 額

説 明

民家防音事業特別会計
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(3) 歳　　　出
 1(款)  民家防音事業費

（単位 ： 千円）

節       

民家防音事 22,644 22,338 306 4,786 17,858

業費

２ 給料 7,442 １　人件費 16,816

一般管理費 16,821 17,129 △308 359 16,462 ３ 職員手当等 6,159 (1) 人件費 16,816

４ 共済費 3,215 ２　一般管理費 5

10 需用費 5 (1) 一般管理費 5

18 負担金、補助 5,823 １　普通建設事業 5,823

事業費 5,823 5,209 614 4,427 1,396 及び交付金 (1) 空調機機能回復 5,823

１(項)

１(目)

２(目)

区 分 金 額
項 目

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

説 明

国 庫 支 出 金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

民家防音事業特別会計
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２　給 与 費 明 細 書 民家防音事業特別会計

　　一　般　職

      （１）総　　括
　

備考　本会計予算の積算の基礎となった職員は、全て会計年度任用職員以外の職員である。

本年度 0 240 521 624 303 0 915 0

前年度 0 240 457 624 153 0 1,528 0

比 較 0 0 64 0 150 0 △ 613 0

本年度 0 0 1,697 1,439 0 0 420

前年度 0 0 1,686 1,425 0 0 420

比 較 0 0 11 14 0 0 0

勤 勉 手 当
管理職員特
別勤務手当

通 勤 手 当
特 殊 勤 務 時間外勤務

備 考
報 酬 給 料 職員手当等 計

区　　　分 職員数(人)
給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

共 済 費 合 計

本　年　度 7,442 6,159 13,601 3,2152

前　年　度 7,607 6,533 14,140 2,9842

比　　　較 △ 165 △ 374 △ 539 2310

区 分 管理職手当 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当

職員手当

区 分
夜 間 勤 務

宿日直手当 期 末 手 当
等の内訳

手 当

休 日 勤 務

単 身 赴 任
手 当

△ 308

17,124

16,816

児 童 手 当

手 当 手 当 手 当
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  （２）給料及び職員手当等の増減額の明細

区　　　分 増減額 　 　

給　　　料 △ 165 給与改定に伴う増減分 258 前年度給与改定分 前年度給与改定の状況

　給料の改定率 　3.61％
　改定実施時期　令和６年４月１日

昇給に伴う増加分 148   平均昇給率　　　　2.11％　 

その他の増減分 △ 571 新陳代謝等に伴う減分 職員数の異動状況
現に在
職する
職員数

（その他） （計）

本年度 2人 0人 2人
前年度 2人 0人 2人
比　較 0人 0人 0人

職員手当等 △ 374 制度改正に伴う増減分 162 地域手当 70
期末手当 47
勤勉手当 45

その他の増減分 △ 536 地域手当 △ 6
通勤手当 150
時間外勤務手当 △ 613
期末手当 △ 36
勤勉手当 △ 31

支給率の引上げ（地域手当引上げ分含む）

民家防音事業特別会計

支給率の引上げ（地域手当引上げ分含む）

増減事由別内訳 説　　　　　　　明 備　　　　　考

支給率の引上げ
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民家防音事業特別会計

  （３）給料及び職員手当等の状況

　　　ア　職員１人当たり給与

行政職

平 均 給 料 月 額 ( 円 ) 291,750

平 均 給 与 月 額 ( 円 ) 335,596

平 均 年 齢 ( 歳 ) 37.00

平 均 給 料 月 額 ( 円 ) 291,200

平 均 給 与 月 額 ( 円 ) 341,022

平 均 年 齢 ( 歳 ) 36.02

　　　イ　初任給

高　校　卒 170,900 166,600

行　　政　　職 短　大　卒 181,800 179,100

大　学　卒 202,400 196,200

高　校　卒 170,900 166,600

行　　政　　職 短　大　卒 181,800 179,100

大　学　卒 202,400 196,200

６年12月１日現在

５年12月１日現在

本 市 ( 円 ) 国 の 制 度 ( 円 )区　　　 　         　　　分

区　　　　　　　分

６年12月１日現在

５年12月１日現在
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  ウ　級別職員数　

級

1

2

3 1

4 1

5

6

7

8

9

計 2

1

2

3 1

4 1

5

6

7

8

9

計 2

（級別の基礎となる職務）

級

1

2

3

4

5

6

7

8

9

区　　　分

民家防音事業特別会計

行 　政　 職

職 員 数 ( 人 ) 構 成 比 ( ％ )

50.0

50.0

100.0

50.0

50.0

課 長 補 佐

課 長

課 長 補 佐

主 事

部 長

部 長

主 任

主 査

職 務 内 容

主 事

６年12月１日現在

行 　政　 職

100.0

５年12月１日現在
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民家防音事業特別会計

  エ　昇給

行　政　職

職　 　員 　　数 (Ａ) (人) 2

昇給に係る職員数 (Ｂ) (人) 2

２号給 (人)

号給数別 ３号給 (人)

４号給 (人) 2

内 訳 ６号給 (人)

８号給 (人)

(％) 100.0

職　　 員 　　数 (Ａ) (人) 2

昇給に係る職員数 (Ｂ) (人) 2

２号給 (人)

号給数別 ３号給 (人)

４号給 (人) 2

内 訳 ６号給 (人)

８号給 (人)

(％) 100.0

  オ　期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

６月 (月分 ) 12月 (月分 ) ( 月 分 )

比　　率  (Ｂ)/(Ａ)　

前
　
　
　
年
　
　
　
度

区　　　　　　　分

本
　
　
　
年
　
　
　
度

国　の　制　度 有

比　　率  (Ｂ)/(Ａ)　

支 給 期 別 支 給 率 職制上の段階、職務の

級 等 に よ る 加 算 措 置

本　　年　　度 有

前　　年　　度 有

区　  　　　分 備 考

2.3 2.3 4.6

2.3

2.25

2.3

2.25

4.6

4.5
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民家防音事業特別会計

        カ　地域手当

区 分

支 給 内 容

        キ　その他の手当

　同じ

　同じ

　異なる 　交通用具使用者に係る距離区分、手当額

７

通 勤 手 当

区 分 国　の　制　度　と　の　異　同 差　　異　　の　　内　　容

扶 養 手 当

住 居 手 当

２ ７

国の指定基準に基づく
支 給 率 ( ％ )

支 給 率 ( ％ ) 支 給 対 象 職 員 数 ( 人 ) 備 考
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